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6 流況解析結果 

6.1 水深コンター図 

既往最大流量 Q=1667m3/s を流下させた場合、

高水敷は、ほぼ青色で水深が低く冠水している。低

水路は、水深が深くなる順序で水色から赤色の部分

が見られる。 

若松大橋付近に着目すると、左岸側の既設護岸

と若松大橋の橋脚の上流側で水深が深くなっており、

河床低下による護岸基礎部の安全性が懸念される。

橋脚の上流側は、河床低下や堰上げによる要因で

水深が深くなっていることが考えられる（図 ）。 

 

図 水深コンター図 付近拡大

6.2 流速コンター図 

若松大橋付近は、露岩が点在しているが流速

コンター図は河川の流下方向対して横断的に

識別できる。河床部は、おおむね黄色から赤色

（流速 5m/s～7m/s）が分布し、左岸側の河床

部から高水敷の法面付近は緑色から黄色（流速

3m/s～5m/s、最大 5.3m/s）に変化している。 
また、赤色の流速分布に着目すると、若松大

橋では、橋脚の堰上げの影響で流速が大きくな

り、下流および上流の露岩箇所では、水深が浅

く、流下面積が小さくなるため流速が大きい傾

向を示していると考えられる。 

 
図 流速コンター図（ 付近拡大）

 

 

 

7 河岸保護工の対策案 

今後、河床低下が進行した場合は、既設護岸の

基礎ブロックが倒壊し、徐々に護岸背面の土砂が吸

出され法覆護岸が流出することが想定される。 

対策案としては、護岸基礎の根入れを深く入れる

ことが必要であり、将来予想される洗掘深さの位置

に設置することが望ましいと考える。護岸基礎部は

凝灰岩であるため岩着して固定するものとし、現在

の河床高と設置後の基礎ブロック天端までは袋詰根

固により充填するものとする。 

当該箇所の今後の河床低下量は、定期横断測量

等により経過観察することで判断できる。 

対策後は基礎ブロック天端高が現況河床高より

2m 程度深く根入れされるため(図 )、これまでの

河床低下量より推測すると、記録的な洪水が頻発し

なければ、約 50 年程度、河岸保護が維持されること

を期待する。 

 

図 既設護岸（対策前） 

 

図 対策案

8 まとめ 

軟岩河床における常呂川の若松大橋付近の河川

特性および河床低下について以下を把握した。 

・ 年現在で常呂川の若松地区において平均

河床勾配ⅰ＝ 程度で河床低下量 年

程度（過去 年実積）が把握できた。

・ の計算による流速および水深コンター図

より視覚的に平面的な河道特性が把握され対策

工の工法選定や対策範囲への活用が期待できる。

・最深河床高（澪筋）が河道中央で進行している

か河岸へ寄っているかを観察し、河床低下による

護岸の安全性に注意していく必要がある。
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施工計画検討業務は円滑な工事進捗を図ることを目的とした業務である。施工計画検討業務

における工事進捗とは、単年度の工事管理のような短期間のものではなく、事業開始～事業完

了までの複数年度にわたる長期間の工事進捗管理である。

本稿では道路改築事業を主体とした施工計画検討業務の業務概要・業務手順の紹介を行う。

 

1 業務フロー 

施工計画検討業務の主な流れを業務フロー図で

整理する。(図 1.1) 

関係機関協議をフローの外側に記載しているの

は、業務を推進する中で、手順通りに対応するもの

ではなく、進捗状況に応じて適宜対応するためであ

る。 

図図 業業務務フフロローー図図

 

2 業務概要 

2.1 事業経緯整理 

これまでの業務および工事状況を把握するため、

業務区間における現在までの業務、工事資料を収

集する。収集した資料は、一覧表や位置図に整理し、

次年度以降の施工計画検討業務で更新が容易に

なるような様式に整理する。（表 2.1 図 2.1）工事状

況を詳細に把握するには、現地踏査時に収集した

資料と、現地の整合性を図ることが望ましい。 

関係機関協議状況を把握するためには、実施し

た協議と、今後必要となる協議に分けて整理する。 

表表 過過年年度度工工事事一一覧覧表表

 

 

図図 過過年年度度業業務務位位置置図図

 

2.2 現地踏査 

現在の施工状況を正確に把握しなければ、次年

度以降の施工計画に影響が出る可能性がある。そ

のため、現地踏査では2.1事業経緯整理で整理した

工事資料と、現地状況の整合性を図ることに重点を

置く。(図 2.2 図 2.3)特に複数の工事が近接してい

る場合、現地との不整合が生じやすいため、注意す

る。不整合箇所を確認した場合は、当年度工事に影

響する可能性があるため、発注者へ状況説明を行

い、修正方法について迅速に協議を行う。 

高圧鉄塔などの移設に時間がかかる支障物件は、

施工計画のコントロールポイントとなるため、早期に

確認することが望ましい。移設の際には所有者との

協議が必要となるため、協議にも時間を要する。 

Overview of Construction plan examination work 

施施工工計計画画検検討討業業務務のの概概要要  
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図図 現現地地状状況況確確認認  

 
図図 工工事事資資料料とと現現地地のの整整合合性性確確認認

 

2.3 事業工程検討 

2.1 事業経緯整理、2.2 現地踏査でこれまでの施

工状況の把握を行った。事業工程検討では、事業

工程表を作成し、次年度以降の工程調整を行う。 

事業工程表とは、調査・設計・用地買収・工事等、

事業推進に関連する重要事項を年度別に整理し、

概算事業費・事業工程を管理するものである。 

事業工程表は随時内容を更新するため、一定の

様式で作成する。(表 2.2) 

事業工程表精度向上のため、事業推進における

課題点を抽出し、とりまとめを行う。例えば、2.2 現地

踏査に記載支障物件の移設のように、移設や協議

に時間がかかるものを課題点とし、事業工程表に反

映することで、事業遅延のリスクを低減できる。 

 

2.4 工事工程検討 

工事工程検討では、現在から事業完了までの施

工日数・施工手順・コントロールポイントを整理し、年

度別工事工程表を作成する。(表 2.3) 

2.2 現地踏査の結果を反映した残工事図面・数量

から、事業完了までの施工日数を算出し、工事工程

表の基礎資料を作成する。 

基礎資料は、単純に施工日数を工程表に反映し

ただけなので、工事の実現性が低い。実現可能な

工事工程表の作成には、施工手順を考慮する必要

がある。施工手順を検討する際には、現道交通・構

造物等の施工時期・設計進捗状況等、様々な状況

を考慮する必要があるため、経験が浅い技術者に

は対応が難しいため注意が必要である。 

また、工事工程表の精度向上のため、コントロー

ルポイントを考慮する必要がある。2.3 事業工程検討

で抽出した課題・環境配慮事項・施工制約・事業費

等のコントロールポイントを反映した工程表を作成す

ることで、円滑な工事進捗が可能となる。 

表表 事事業業工工程程表表

 

表表 工工事事工工程程表表  
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図図 現現地地状状況況確確認認  

 
図図 工工事事資資料料とと現現地地のの整整合合性性確確認認

 

2.3 事業工程検討 

2.1 事業経緯整理、2.2 現地踏査でこれまでの施

工状況の把握を行った。事業工程検討では、事業

工程表を作成し、次年度以降の工程調整を行う。 

事業工程表とは、調査・設計・用地買収・工事等、

事業推進に関連する重要事項を年度別に整理し、

概算事業費・事業工程を管理するものである。 

事業工程表は随時内容を更新するため、一定の

様式で作成する。(表 2.2) 

事業工程表精度向上のため、事業推進における

課題点を抽出し、とりまとめを行う。例えば、2.2 現地

踏査に記載支障物件の移設のように、移設や協議

に時間がかかるものを課題点とし、事業工程表に反

映することで、事業遅延のリスクを低減できる。 

 

2.4 工事工程検討 

工事工程検討では、現在から事業完了までの施

工日数・施工手順・コントロールポイントを整理し、年

度別工事工程表を作成する。(表 2.3) 

2.2 現地踏査の結果を反映した残工事図面・数量

から、事業完了までの施工日数を算出し、工事工程

表の基礎資料を作成する。 

基礎資料は、単純に施工日数を工程表に反映し

ただけなので、工事の実現性が低い。実現可能な

工事工程表の作成には、施工手順を考慮する必要

がある。施工手順を検討する際には、現道交通・構

造物等の施工時期・設計進捗状況等、様々な状況

を考慮する必要があるため、経験が浅い技術者に

は対応が難しいため注意が必要である。 

また、工事工程表の精度向上のため、コントロー

ルポイントを考慮する必要がある。2.3 事業工程検討

で抽出した課題・環境配慮事項・施工制約・事業費

等のコントロールポイントを反映した工程表を作成す

ることで、円滑な工事進捗が可能となる。 

表表 事事業業工工程程表表

 

表表 工工事事工工程程表表  

 

2.5 土配計画検討 

土配計画検討とは、事業路線全体の盛土・切土

のバランスを整理し、効率的に土砂を活用すること

である。土配計画検討は事業進捗の課題であり、事

業費を大きく左右する重要な検討事項である。 

まずは、事業区間全体の土量を土配計画図に整

理し、盛土と切土のバランスを把握する。(図 2.6) 

土工バランスを把握した後、事業区間で効率的に

土砂を流用するため、運搬経路の検討を行う。運搬

経路は、基本的に最短距離で運搬できる経路を選

定するが、事業進捗に伴い、改築後の路線を活用し

た運搬が可能となる場合がある。随時運搬経路を見

直すことで、より効率的な流用が可能となる。 

土量把握が難しく、土配計画の課題となるのが、

仮置き場の土量である。仮置き場からの流用土、仮

置き場への土砂・すきとり土の搬入などは、土量管

理が難しく、工事資料に反映されないことが多い。そ

のため、UAV を活用した簡易測量を実施し、土配計

画の精度向上を図った。UAV で撮影した空撮デー

タから 3 次元モデルを作成し、概算土量を算出した。 

作成した土配計画図により、施工計画が変更とな

る場合があるため、必要に応じて、土配計画検討結

果を事業工程表・工事工程表へ反映する。 

 
図図 土土砂砂仮仮置置きき場場空空撮撮

 

図図 土土砂砂仮仮置置きき場場 次次元元モモデデルル

2.6 工事発注資料作成 

工事発注資料作成では、次年度に発注予定工事

に関する図面・数量・概算工事費を整理する。 

図面・数量については、残工事図面・数量を活用

し、次年度工事に必要な区間の図面・数量の切り分

けを行う。工事区間は、これまで検討した施工計画

を考慮し、事業が円滑に進捗するように選定する。こ

の作業の際に、次年度発注予定金額を発注者から

提案される場合が多いため、発注金額に合わせた

資料作成を行う。 

作成した工事発注資料の概算工事費算出は、積

算体系ツリーに合わせ、積算システム等を活用し工

事費の積算を行う。 

また、次年度発注工事の工事数・工事箇所を容

易に確認できるように、工事発注一覧表に整理する

のが望ましい。(表 2.4) 

 

表表 工工事事発発注注一一覧覧表表

 

 

 

 

図図 土土配配計計画画図図
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2.7 事業費管理 

事業費とは、事業の推進に必要な費用のことであ

る。事業費管理では、次年度以降の事業費を工区

別・年度別整理した、残事業費管理シートの作成を

行う。(表 2.5) 

残事業費管理シート作成では、はじめに次年度

以降の残工事数量と数量に対応する単価を整理し、

工事費の算出を行う。この時点では、あくまで残工

事費のため、工事費に対し、必ず経費率を乗じる。 

経費率とは、測量費・設計費・用地買収費・リスク費

等の工事費以外に必要となる金額を想定して定め

た乗数のことである。近年は物価の急上昇等により、

資材単価が上昇し続けているため、それを見越した

経費率を設定する場合がある。経費率は発注者と協

議の上、事業費に過不足が発生しないように考慮し

て設定する。 

以上のように、残事業費管理シートで事業年次毎

の事業費を整理することで、今後の予算配分の見通

しを立てることができ、円滑な事業推進が可能となる。 

 

表表 残残事事業業費費管管理理シシーートト

 

2.8 関係機関協議 

1 業務フローで記載した通り、関係機関協議は業

務を推進する中で適宜対応が必要である。そのため、

協議実施状況が煩雑となり、把握が困難となるため、

関係機関協議スケジュール表を作成し、協議漏れ

等による事業遅延を抑制する。(表 2.6) 

関係機関との協議は、単年度では対応できない

場合が多いため、できるだけ早期に協議を実施でき

るように調整する必要がある。 

表表 関関係係機機関関協協議議ススケケジジュューールル表表

 

 

 

3 まとめ 

本稿では、施工計画検討業務の概要・手順を簡

略的に示しているため、記載している内容以上に検

討等が必要な業務である。 

施工計画検討業務は、事業の進捗を左右する重

要な業務であり、取り扱っている事業費は数百億円

以上になる場合もある。これらのことを意識して、業

務に取り組んでいただきたい。 

業務フローは一般的な手順を示したものであるた

め、多くの場合は順番が前後することや同時に対応

が必要となる。施工計画検討業務を円滑に推進する

ためには、柔軟な対応力と判断力が求められる。い

ずれも、業務経験がなければ培うことができない能

力である。業務未経験者や若手技術者は、必ずベ

テラン技術者の指導のもと業務に取り組むことを強く

勧める。 

 

なお、本稿で紹介した施工計画検討業務の概

要・手順については、事例の一部を抜粋して作成し

たものであるため、あくまで参考として閲覧していた

だきたい。 

 


